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★令和７年８月１２日施行 

令和７年１０月利用調整分（令和７年８月受付分）から指数（利用調整における点数）が変わりました。 

申込み期間内に提出された書類により、希望する認可保育施設について利用調整を行います。 

※空き状況より希望者数が多い場合は、基準指数と調整指数（P24～25 参照）の合計指数により利用調

整を行います（先着順ではありません）。 

※合計指数が同じ希望者が複数の場合、優先順位（P26 参照）をもとに利用調整を行います。 

※保育施設の状況により、定員に達していなくても受け入れをしない場合があります。 

 

【利用調整の結果通知】 

●利用調整の結果を郵送にて通知します。通知の発送予定日については、P7 をご参照ください。 

利用調整の進捗状況により結果通知の発送が遅れる場合がありますので、ご了承ください。 

●利用申込みをした最初の月は結果の通知を必ず送付します。それ以降は、入園内定した場合のみ内定の

通知を送付します。なお、結果発送予定日から７日程度経っても内定通知が届かない場合は入園が保留と

なっておりますので、ご了承ください。 ※電話および窓口での回答はしておりません。 

 

【内定の場合】 

●入園内定後、保育施設で面接を行います（日時は、内定通知に記載されます）。 

※入園日前日までに面接を受けられない場合、内定が取り消しになることがあります。 

※面接等により集団保育が難しいと判断された場合、利用承諾できないことがあります。 

●入園までの間に申込み時と状況が変わる場合は事前にご連絡ください。 

●入園（内定）を辞退する場合、速やかにこども施設入園課へ連絡するとともに下記書類をご提出ください。 

・入園内定から利用承諾通知前の場合は、「市川市保育所等内定辞退・利用申込取下届」および「市川市

教育・保育給付認定取消届」をご提出するか表紙裏の QR コードより LoGo フォームにてお手続きください。     

・利用承諾通知後の場合は、「市川市保育所等利用辞退届」および「市川市教育・保育給付認定取消届」を

ご提出ください。 

※入園（内定）を辞退すると、利用申込みは取下げとなります。再申込みはできますが、利用調整におい

て不利になります。（P25～26 参照） 

●内定後に、申込み時と状況が異なることが判明した場合（労働契約上の時間が短くなる場合など）、内定を

取り消すことがあります。この場合、翌月以降の利用調整において内定辞退と同様に取り扱います。 

●転園の場合については、P30 をご参照ください。 

 

【保留の場合】 

●入園が保留となった場合は、同年度内は継続して毎月利用調整をいたしますので申込書を毎月提出する

必要はありません。翌年度も利用申込みを希望する場合は、４月入園の申込み期間中に申込書類一式を

改めて提出する必要があります。提出がないと３月入園利用調整後取下げとなり、翌年度の利用調整の対

象から外れます。 

●家庭状況に変更が生じた場合、提出していただく書類があります。（P20～22 参照）必要な書類を必ずこど

も施設入園課にご提出ください。 

●育児休業延長の手続き等で「保留通知書」が必要な場合は、「保留通知申請書」をご提出するか、表紙裏

の QR コードから LoGo フォームにて申請できます。（発行に１週間前後かかります。） 

10．認可保育施設の利用調整 
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※父母それぞれの指数の合計
※要件を合算する場合は上限を２０点とします。（※１）

号

4

8

10
11

※１

※２

※３

※４

※５

令和７年８月１２日施行

2
就労内定または

就学内定
認可保育施設への入園の後翌月１０日までの就労または就学が内定している
（就労内定証明書または就学内定証明書が提出されている場合に限る） ※２

1 就労

月１４０時間以上の就労（実働）が常態 20
月１３０時間以上１４０時間未満の就労（実働）が常態 19
月１２０時間以上１３０時間未満の就労（実働）が常態 18

17

月９０時間以上１００時間未満の就労（実働）が常態

《保育の利用基準表》

保護者の状況等 基準指数

月６４時間以上８０時間未満の就労（実働）が常態 13

月１１０時間以上１２０時間未満の就労（実働）が常態

15
月８０時間以上９０時間未満の就労（実働）が常態 14

月１００時間以上１１０時間未満の就労（実働）が常態 16

3
就労予定(求職中)
または就学予定

認可保育施設への入園の後２ヶ月以内の就労または就学を予定している 10

出産の前後 出産前後の休養のため保育にあたることができない場合 18

5 疾病

入園の後２ヶ月以内に１ヶ月以上の入院予定 20

居宅内
療養

常時病臥 20
精神性 18

一般療養
医師が１ヶ月以上の安静を要すると診断した場合 18
医師が１ヶ月以上の通院加療を要すると診断した場合 13

6 障害

身体障害者程度等級が１級または２級、知的障害の程度が（Ａ）、Ａの１またはＡの２、精
神障害者保健福祉手帳３級程度以上である場合 20

身体障害者程度等級が３級または４級（聴覚障害の場合に限る）、知的障害の程度がＢ
の１である場合 18

身体障害者程度等級が４級（聴覚障害を除く）、５級、６級または７級、知的障害の程度
がＢの２である場合 13

7 介護・看護

付添い
小学生以下（※３）・要介護者・障害者手帳所持者・その他診断書等で付
添いの必要性が認められる親族の病院・施設等の付添い 1号を準用

在宅介護

重度障害者（要介護認定３から５まで、身体障害者障害程度等級が１級ま
たは２級、知的障害の程度が(Ａ)、Ａの１またはＡの２である者）である同居
親族を自宅で介護している場合　　※４

20

常時観察と介護（食事・排泄・入浴の介護）を必要とする同居親族（要介護
認定１から２、身体障害者障害程度等級が３級または４級（聴覚障害の場
合に限る）、知的障害の程度がＢの１またはＢの２である者）である同居親
族を自宅で介護している場合　　※４

18

上記以外の場合で、小学生以下・要介護者・障害者手帳所持者・その他診断書等で介
護の必要性が認められる親族の介護（自宅外の介護を含む） 13

9 就学（学校、
職業訓練施設等）

学校・職業訓練施設等へ通学または通所し、月６４時間以上の修学（※５）を常態とする 16
上記以外で月６４時間以上の修学を常態とする

20

12
育児休業 申込み児童以外の乳幼児の産前産後休業または育児休業を入園後も継続する 9

【利用調整における基準指数及び調整指数】 令和７年１０月利用調整から適用

修学とは授業・講義等を受けている状態を指し、自主学習、移動や休憩等を除く。

不存在等 死亡、離婚、未婚、行方不明、拘禁、離婚調停中の別居 20

住所が一致（マンションの場合は部屋番号が一致）する場合に同居とみなす。

認可保育施設へ入園の後翌月１０日までに就労することが内定している場合は１号、翌月１０日までに就学することが内定してい
る場合は９号を準用する。就労または就学の開始が入園の翌月１０日より後の場合は３号の指数による。

小学生以下の付添いは、小学校への付添いまたは健康上の理由等で利用せざるを得ない施設に付添う場合に限る。

12 上記以外
児童の保護者が前各号に類する状態にあることにより、当該児童を保育することができ
ないと認められる場合

1～5号を準用

２つ以上の要件に該当する場合は、該当する号に定める指数からそれぞれ１０点を引いた指数を合計し、１０点を加えた指数（当
該指数が２０点を超える場合には、２０点）により算定する。ただし、３号、４号、１０号については合算の対象とならない。
１号と２号（就労内定）に該当する場合は、就労開始後の合計時間で１号により算定する。
２号（就学内定）と９号に該当する場合は、就学開始後の通学を要する修学時間の合計時間で９号により算定する。

災害
震災・風水害・火災・その他の災害により家屋が損傷を受け、その復旧にあたっている場
合
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令和７年８月１２日施行

　家庭の状況等　　※１ 指数
転園
※７

1
ひとり親世帯で同居の祖父母がいない場合、または児童を里親やファミリーホームが養育している場合
※２ ＋5

2
保護者の１人が単身赴任、入院等により１年以上長期不在（予定も含む）の場合（住民票、会社の証明、
診断書等による確認ができる場合に限る） ＋1

3 生活保護世帯である場合 ＋2
4 市外在住者（保護者のいずれかが市内在勤）　　※転入予定であることが確認できる場合を除く -4 ○

5 市外在住者（市外在勤）　 ※転入予定であることが確認できる場合を除く -6 ○

6 産後休業・育児休業（制度有）が明け、復職する場合 ＋2

7
市内の認可保育施設で、実働月１４０時間以上勤務する保育士・保育教諭として産後休業・育児休業から
復職する場合または保育施設への入園の翌月１０日までの就労が内定している場合 ＋10

8
市内の認可外保育施設で、実働月１４０時間以上勤務する保育士・保育教諭として産後休業・育児休業か
ら復職する場合または保育施設への入園の翌月１０日までの就労が内定している場合 ＋1

9
市内の認可保育施設で、実働月１４０時間以上勤務する職員（保育士・保育教諭以外）として産後休業・育
児休業から復職する場合または保育施設への入園の翌月１０日までの就労が内定している場合 ＋1

10
市内の幼稚園で、実働月１４０時間以上勤務する幼稚園教諭として産後休業・育児休業から復職する場合
または保育施設への入園の翌月１０日までの就労が内定している場合 ＋1

11
産前休業開始日から産後休業終了日の月末までに退園し、産後休業・育児休業明けの復職に伴い再度
認可保育施設への利用を申込む場合（育児休業取得の対象児童が同時に申込む場合は、その児童も同
様に加点）

＋5

12
勤務先の破産、整理解雇その他の自己の責めに帰すべき事由によらない離職により求職活動中である場
合（入所等を開始する月が、離職日の属する月の翌月から４ヶ月以内にある場合に限る）　※３ ＋2

13 申込み児童を認可外保育施設等に有償で預けているのを常態としている　※４ ＋3
14 市外から転入（転入予定）した児童が転入前の市区町村において認可保育施設を利用している場合　※５ ＋3

15
５歳児クラスを持たない認可保育施設を申込みを行う年度の１２月１日時点で利用し、卒園年齢をもって認
可保育施設への利用を申込む場合（申込みを行う年度の１１月３０日時点で市川市民の場合に限る）（４月
入園の利用調整時のみ）　※６

＋5

16
認可外保育施設等における保育を有償で受けることを常態としている児童について、当該認可外保育施
設等が廃止されることにより、当該保育を受けることができなくなることに伴い利用申込みを行う場合（当該
認可外保育施設等が廃止される月の翌月入園の利用調整時のみ）　※４

＋5

17 申込み児童が身体障害者手帳、療育手帳または精神障害者保健福祉手帳を有する場合 ＋1

18
入園を希望する認可保育施設（連携施設を含む）を兄弟姉妹（４月からの入園希望の場合は、卒園予定の
児童を除く）が利用または内定している場合 ＋3

19
利用申込みに係る児童の兄弟姉妹（４月からの入園希望の場合は、卒園予定の児童を除く）が利用また
は内定している認可保育施設（連携施設を含む）への変更（転園）を希望する場合 ＋2 ○

20 双生児以上の申込みの場合 ＋1

21
希望した認可保育施設に入園内定をしたが、自己都合により内定または入園を辞退し、その後１２ヶ月以
内に再申込みをする場合 -5

22
利用申込みにおいて希望した認可保育施設に入園した後に、当該申込みにおいて希望した他の認可保育
施設への変更（転園）を希望する場合
※兄弟姉妹が利用または内定している認可保育施設（連携施設を含む）への変更を除く

-5 ○

23
保育料の未納があり、保護者が保育料の納付に関する相談に応じず、または保育料の納付誓約を履行し
ない場合 -5 ○

24 児童福祉等の観点から特に調整が必要と認められる場合 ＋1～10 ○

※１

※２

※３

※４

※５

※６

※７ 保育所等変更（転園）申請については、「転園」欄に○がついた指数のみ適用する。

各月の申込み締切日時点で利用している場合に限る。求職活動・就労就学内定・産前産後休業・育児休業中の場合は適用し
ない。

利用基準調整表６号から１１号、１３号、１４号、１６号と併用はしない。

そ
の
他

ハローワークからの受給資格証の提出がある場合に限る。

認可外保育施設等とは、認可外保育施設、事業所内保育施設、居宅訪問型保育（いずれも都道府県知事に届出している施設
または会社の就業規則等に定めがある施設に限る）を指す。月６４時間以上の就労等のために、月極契約（月６４時間以上）を
している場合に限る。求職活動・就労就学内定・産前産後休業・育児休業中の場合は適用しない。利用基準調整表６号と１３号
が該当する場合は調整を行い、いずれか一つを適用する。また、利用基準調整表１６号が適用される場合、利用基準調整表１
３号は適用しない。

住所が一致（マンションの場合は部屋番号が一致）する場合に同居とみなす。

利用基準表３号（就労予定（求職中）または就学予定）の場合は利用基準調整表１３号、１４号、１６号は適用しない。
利用基準表１０号（育児休業）の場合は利用基準調整表６号から１０号、１３号、１４号、１６号は適用しない。

《保育の利用基準調整表》 　令和７年１０月利用調整から適用

兄
弟

世
帯

保
護
者

児
童

号
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順位 保　護　者　の　状　況　等

1
両親が不存在である場合又は死亡、離婚、未婚、行方不明、拘禁若しくは離婚調停中の別居によ
り両親の一方が不存在である場合

2
過去の利用申込みにおいて希望した認可保育施設に入園内定した後に当該内定を辞退したこと
がない場合

3
期日までに児童が家庭において保育を受けることが困難な事由を証する書類が全て提出されてい
る世帯

4 保護者が市内居住者である場合又は市内に転居予定である場合

5 保育の利用基準調整表による調整前の指数が高い場合

6
入園を希望する認可保育施設を兄弟姉妹（４月から入園を希望する場合は、卒園予定の児童を除
く。）が利用している場合

7
利用申込みに係る当該児童の兄弟姉妹が障害を有する場合（身体障害者手帳、療育手帳又は精
神障害者保健福祉手帳を所持している場合に限る。）

8 利用申込みに係る当該児童の１８歳未満の兄弟姉妹の数が多い場合

9 保育料の未納がない場合

10 利用を希望する認可保育施設の希望順位の高い世帯

11
保育料算定年度の市町村民税（特別区民税を含む。）に係る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）
第２９２条第１項第１３号に規定する合計所得金額の合計額が低い場合

（注） 新規入園の利用申込み者と、認可保育所等変更（転園）の申込み者の基準指数と調整指数の合
計が同一の場合は、上記の優先順位によらず、新規入園の利用申込み者を優先するものとする。

《優先順位（基準指数と調整指数の合計が同一の場合）》
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